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る。財の数と職業の数は等しいので，それをインデックス n ∈ N ≡ {1, ..., N}
で表すとすると，個人の才能ベクトルは，Θ ⊂ RN を才能のスペースとして，
θ = (θ1, ..., θN ) ∈ Θ (1)
で表すことができる。ベクトルの成分 θn は個人 θ のセクター nにおける才
能の大きさを表し，その生産要素（才能要素と呼ぶ）はセクター特殊的であ
る（2）。財 nを生産するためには一般要素Vとともに才能 θnを同時に投入す
る必要があり，財 n′(= n)を生産するためには一般要素Vとともに才能 θn′











































以上を踏まえて，それぞれの才能 θn の大きさを下限は 0で，上限を 1と
いう風に標準化 (normalize)すると，才能のスペース Θは，
Θ ≡ [0, 1]N ⊂ RN (2)
と定義することができる。そのスペースΘ上の才能ベクトルの同時累積分布
関数 (joint cumulative distribution function)を
G(θ1, ..., θN ) = G(θ) (3)
で表せるとして，その分布は common knowledge（共通知識）であるとする。
才能スペース Θ上の全ての点において，（3）の密度関数 (density function)




V ≡ (V1, ..., VM ) ∈ RM+ (4)
で表す。また，それらの生産要素の市場価格はベクトル
w ≡ (w1, ..., wM ) (5)
で表せるものとする。
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θ∈Θ
V(θ)dθ = V (6)
で表される。V(θ)の分布に関しては特に制限はもうけないことにする。
財 nの生産関数は，一般生産要素の投入量を小文字の v ∈ RM+ で表すと，
xn = Fn(θn,v) (7)








p ≡ (p1, ..., pN) (8)
で与えられているとして，ある価格 pをもとにしたそれぞれセクター nの職
業からのレント πn(p)は，全ての n ∈ N について
πn(p) = max
v
(pn · xn −w · v) (9)
と書くことができる。才能ベクトルの分布G(θ)を所与として，上の問題（9）




（5） w(p) と v(p) はゲール・二階堂の定理を満たしているものとする。
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(π1(p), ..., πN (p)) ∈ RN (10)
で表せるとすると，ある才能ベクトル θ を持った個人がどの職業に就くかは
max{π1(p; θ), ..., πN (p; θ)} (11)
によって決まる。個々の θ ∈ Θ ≡ [0, 1]N が（11）によって自分の働くセク
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数 u(c1, ..., cN )を考えなければならない。消費財のベクトル (c1, ..., cN ) を
c ∈ RN+ で表すとすると，消費者の効用最大化問題は
maxu(c) s.t. p · c = I(θ) (14)
と表すことができる。ちなみに，個人 θの所得 I(θ)は以下のように書ける。
I(θ) = w(p) ·V(θ) + max{π1(p; θ), ..., πN (p; θ)} (15)
もし，全ての消費者が同じホモセティックで凸 (convex)な選好をもっている
のだとすると，その選好から導いた間接効用関数 (indirect utility function)
である U(p;I)は，所得の増加関数と財の相対価格の関数とに分離して次の
ように書くことが可能である。

















∀θ ∈ Θ ∃n˜ ∈ N s.t. θ ∈ Θn, π
n(p; θ)
= max{π1(p; θ), ., πN (p; θ)} (18)
3. 一般生産要素の分配：{p∗,w∗(p∗)}を所与として，それぞれの経済主
体の雇用する一般生産要素の量






∀θ ∈ Θ ∃xn(θ) = Fn(θn,v(θ)) (20)
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5. 消費者の効用最大化行動：{p∗,w∗(p∗)}を所与として，それぞれの経
済主体の効用を最大化するような消費量




あと，注意すべき点としては，オリジナルの Ichida (2004)の 2財モデルで
は，財 1，2の代わりに財Xと財Yが，才能ベクトルも 2次元であるために，
(θ, τ)が (θ1, θ2)の代わりに用いられていることに留意されたい。以下のサー
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ク Ti の集めた集合だとすれば，その集合のパーティション（8）は job（ジョ
ブ）と呼ぶことができる。例えば，工場労働者というジョブは T1から T4ま
での仕事で，工場レベルの管理職ジョブが T5から T6までの仕事，本社の経







この経済にはm種類の労働者が存在しており，タイプ j ∈ {1, 2, ...,m}の
労働者はスキル・ベクトル tj = (t1j , t2j , ..., tnj)を保有していると考えられ


























二人の労働者がいて，それぞれのスキル・ベクトルが (t1A, t2A)と (t1B, t2B)
で表されるとする。経済全体に投入される 2種類のスキルの総量を T1 と T2
407
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まず，タイプ Aと Bの労働者はそれぞれメジャーが 1であるとする。ま
た，それぞれの労働者は 1単位の時間を要素賦存として保有するものとする。
その上でタスク 1に bj1単位，タスク 2に b
j
2単位の時間を j = A,Bそれぞれ




産するための必要労働投入係数はそれぞれ (1/t1A, 1/t2A)と (1/t1B, 1/t2B)




T1/t1A + T2/t2A = 1 (24)
で表すことができる。同様に労働者 Bの生産するタスク (T1, T2)のタスク可
能フロンティアは式
T1/t1B + T2/t2B = 1 (25)
で表すことができる。労働者Aがタスク 2に，労働者Bがタスク 1に比較優
位があるとしよう。経済全体のタスク可能フロンティアは労働者Aのフロン
ティア (24)と労働者Bのフロンティア (25)を合成した，切片が (t1A+t1B, 0)
と (0, t2A + t2B)でキンクが起こる座標が (t1B , t2A)であるような，合成タ
スク可能フロンティアの式
 T1/t1A + T2/t2A = (t1A + t1B)/t1A for t1A + t1B ≥ T1 ≥ t1BT1/t1B + T2/t2B = (t2A + t2B)/t2B for 0 < T1 < t1B (26)
で表される。この (26)の式のことを Rosen (1978)では f(T1, T2)と呼んで
いる。生産関数 (22)の 2次元版の等量線 (isoquant)を描くとたとえば図 1
















まず，無限連続な労働者タイプのインデックス uを (0, 1)上に定義しよう。
タスクの数が二つであるので労働者 u のタスク i = 1, 2 の生産性を ti(u)
という 2 階微分可能関数で表すことができるとしよう。また，労働者 u の
数（サイズ）を β(u)で表すことができるとしよう。特にインデックス uは
R(u) ≡ t2(u)/t1(u)とおいたときに R′(u) ≥ 0の条件が成り立つように並ん

















Rosen (1978)の 244ページから 248ページの議論がそのようなケースを描
いており，これが Ichida (2004)モデルと非常に関連が深いと言える。まず，






























この経済で生産される 2財を xと y とすると生産関数は
x = min(T1/α11, T2/α12) y = min(T1/α21, T2/α22)
で表される。ここからタスクのフロンティア f(T1, T2)をもとに 2財 (x, y)の
生産可能フロンティアを Rosen (1978)は導いている（246ページの Figure
4）。このあと，Rosen (1978)は労働者の所得の分布について考察している。こ
れはRoy (1951)によって分析された統計的モデルの応用であることをRosen



































者から「君のアイディアは Roy Ruﬃn の論文に似ているね」と言われた経験がある。その経験




























（10） 例えば，Findlay (1970) を見よ。
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Ruﬃn (2001)のモデルでは，財は 1と 2の二つで，生産要素は 3種類存在
する。一つは，完全にセクター間移動が可能な資本で，そのほかは，二つの
セクターに対して準特殊要素的な実効労働力 (quasi-speciﬁc eﬀective labor)
である。
Kiをセクター i ∈ {1, 2}に投入する資本量，Eiをセクター i に投入される




財の価格は単位コストに等しいため，pi = aKir+ aEiwi が成り立っている。
piは財 i の価格で，(aKi, aEi)は財 i を 1単位生産するのに必要な資本と実




産要素価格 (r, w1, w2)に依存して値が決まるが，ここでは表記の簡略化のた
めに明示していない。また，財 2を基準財（numeraire）として，p = p1/p2
とする。生産要素の完全雇用条件は，資本に関しては K = aK1x1 + aK2x2




















自国が E1 を生産するのに比較優位を持つということは，b11/b12 < b21/b22
が成り立っているということである。横軸が E1 で，縦軸が E2 となる PPF
415
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（Production Possibilities Frontier ＝生産可能フロンティア）のグラフを考
えよう。自国の PPFは，横軸の切片が L1/b11 で縦軸の切片が L1/b12 とな
る，傾きが−b11/b12の直線である。同様に，外国の PPFは，横軸の切片が
L2/b21 で縦軸の切片が L2/b22 となる，傾きが −b21/b22 の直線である。も
し，自国の労働量 L1 を E1 と E2 の生産にそれぞれ L11 と L12 で振り分け
るとすると，自国では L11/b11 の E1 と L12/b12 の E2 とが生産されること
となる。同様に，外国の労働量 L2をE1 とE2の生産にそれぞれ L21と L22
で振り分けるとすると，外国では L21/b21 の E1 と，L22/b22 の E2 とが生
産されることになる。よって，自国と外国で生産された実効労働力の総量は




探せばよい。タイプ 1純労働力 L1の市場賃金 w1は，E1を生産しようがE2
を生産しようが同じでなければならない。タイプ 2純労働力 L2 の市場賃金
w2 についても同様である。従って，E1 と E2 を両方を生産するのであれば，
均衡で b11/b12 ≤ w1/w2 ≤ b21/b22 が成り立っていなければならない。
もし，b11/b12 < w1/w2 < b21/b22となっているならば，E1はタイプ 1の
純労働力 L1 からだけ生産され，E2 はタイプ 2の純労働力 L2からだけ生産
される。よって，Ej = Lj/bjj が成り立っているはずである。このときには，
L12 = L21 = 0であり，モデル全体としては特殊要素モデルと同じになる。
これが，オリジナルのRuﬃn (2001)論文の Fig.1における PPFの BC部分































（11） この路線の古典的な論文に Sattinger (1975) と Sattinger (1978) がある。
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資本を K 単位，労働を LM 単位投入したときの財Mの最大生産量を qM
とし，土地を T 単位，労働を LA 単位投入したときの財 Aの最大生産量を
qA とすると，これら 2財の長期的生産関数は
 qM = f(K,LM )qA = g(T, LA) (27)
と書くことができる（13）。いま，この経済（あるいは国）におけるそれぞれの
生産要素の endowments（賦存）がそれぞれ，L > 0,K > 0, T > 0である
とすると，生産要素の完全雇用条件 (Full Employment Condition = FEC)
の式は 

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労働に関する完全雇用条件の 3式で

qM = f(K,LM )
qA = g(T , LA)







殊的な資本 KM とセクター Aに特殊的な資本 KA と呼んでも別にかまわな
い。資本と土地という言い方だと，長期的にも代替が難しいように感じられ





























ここで，特殊要素モデルに出てくる生産関数は Law of Diminishing






















の移動が自由でないならば，LM と LA の市場はセグメントされていることになり，賃金も別々
の wM と wA の値をとるはずである。
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明したい。VMPLとは Value of the Marginal Product of Laborの略称で
あり，労働の限界生産物価値と呼ばれる。これは，生産物の価格とMPLを
掛け合わせたもので，セクターMの VMPLならば，






















w = PM · ∂f(K,LM )
∂LM
= V MPLM (35)
となる。同様にして，セクター Aに関しても w = V MPLAが導ける。ここ
で，V MPLM と V MPLAの式は，それぞれ，LM と LAの関数であること
に注意されたい。
上の（35）式の意味を経済学的に考えよう。経済学的には，最適行動をし






は市場で 1単位 PM の価格で販売することができるので，労働者 1単位雇っ
（19） 最大化の 2 階の条件は生産関数の仮定より満たされている。
423
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図 2 特殊要素モデルにおける労働の限界生産性価値
たことで追加的に増える収入とは PM とMPLを掛け合わせた V MPLM と
なる。
ここで，V MPLM のグラフを横軸に LM をとって描こう。（図 2を見よ。）
V MPLM の値はMPLのグラフに PM をかけただけなので，労働の限界生
産物逓減の法則の条件（30）より右下がりとなる。ここで，PM の値が変化
したときに V MPLM のグラフがどのようにシフトするかを考えてみよう。
PM が増加すると V MPLM のグラフは上方にシフトするし，PM が下がる
と V MPLM のグラフは下方にシフトする。それでは，この国に賦存する資
本の量K が変わると V MPLM のグラフはどのようにシフトするだろうか？




様に，K の値が減るならば，V MPLM のグラフは下方にシフトする（同様
のことは，V MPLA のグラフに関しても当てはまる）。
次に，縦軸に w及び V MPLA の値を，横軸に LA の値をとってグラフを






左下には V MPLM のグラフの原点が，右下には V MPLA のグラフの原点
がきて，それぞれの原点の間は Lの長さで結ばれている。縦軸の高さは賃金
wと，それぞれの V MPLの値を表している。左の軸からの距離は LM の大
きさを，右の軸からの距離は LA の大きさをそれぞれ表しており，二つのグ
ラフの交点は労働市場の均衡を表している。左下の原点からみると，その交
点の座標は (L∗M , w
∗)を表し，右下の原点から見ると，その座標は (L∗A, w
∗)
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ころが大きい。国際貿易の大学院向け教科書であるバグワッティ・パナガリ




に Samuelson (1971)と Jones (1971)が書いた（それぞれ別の）2本の論文













































（20） Bhagwati et al. (1998)によると，VMPLダイアグラムを最初に紹介したのはMussa (1974)
であった。Mussa (1974) が JPE にパブリッシュできたのは，おそらくこの VMPL ダイアグラ
ムのすばらしさも理由の一つに違いない。
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まず，2種類の財X と Z を生産している経済を考える。それぞれの生産活
動にセクター特殊的に使用される資本 KX と KZ とが固定的に KX と KZ
で供給されるとする。資本が固定された状態での短期生産関数は




LX + LZ = L (38)
という労働の完全雇用の式を書けばいいはずである。しかし，Mussa (1982)
は「労働は産業間を不完全にしか移動できない」（22）と考え，完全雇用の（38）











LZ = H(LX), s.t. H ′ < 0, H ′′ ≤ 0 (39)




LX ·H ′′ > 0 (40)
を用いて表すことにした。労働可動率 σの値が大きいほど，労働はセクター
間を移動しやすくなる。例えば σ = ∞ならば，投入変形曲線は直線となり，
LX + LZ = Lが成立して，LZ = H(LX) = L − LX となる（23）。反対に，
労働可動率 σの値が ﬁnite（有限）である (σ < ∞)ならば，セクターごとの
労働賃金は異なる値をとるはずである。
生産関数（37）と労働の投入変形曲線の式（39）によって，この経済にお
ける財X と財 Z の PPF（生産可能性フロンティア）を描くことができる。
Mussa (1982)の本文 127ページには，労働が不完全代替的なケースの特殊
要素モデルの 4象限 PPFグラフが描かれている。通常の 4象限 PPFグラ
フでは労働の分配の象限が直線で描かれているのに対して，このモデルでは，
その象限に凸型の投入変形曲線（39）が描かれている。
いま，セクター X に雇用されている労働者の賃金をWX，セクター Z の
労働者の賃金をWZ とすると，労働市場における均衡点におけるその比率は，
労働の最適分配の点における投入変形曲線の傾きと等しいはずである。
WX/WZ = −H ′(LX) (41)
また，財X の財Zに対する相対価格を P で表すならば，それぞれのセクター
における賃金はそれぞれのセクターにおける労働の限界生産物価値に等しく
なるので，相対賃金の式は
（23） 逆に，「投入変形曲線が直線で LZ = H(LX) = L−LX であれば，H′′ = 0 なので σ = ∞
となる」と言った方が適切かもしれない。
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WX/WZ = P · FL(KX , LX)/GL(KZ , H(LX)) (42)
と書ける。（41）と（42）から，LX の値は外生変数 P,KX とKZ によって
決まる。すると残りの変数も全て決定され，経済の均衡が求められる。
その後，Mussa (1982)はセクション 3で，Jones (1965)のハット・カル
キュラスを踏襲して，労働が不完全にしかセクター間で移動できない SSKモ









ハットのついた Ŷ を変数 Y の％変化を表す記号とする。すなわち，Ŷ ≡




 ŴX = ηX · P̂ŴZ = ηZ · P̂ (43)







結果 2 （1）0 < σ < 1ならば 0 < ηZ < ηX < 1となる。（2）σ = ∞なら
ば 0 < ηZ = ηX < 1である。（3）σ = 0ならば ηX = 1かつ ηZ = 0である。
一つ目は，労働が不完全にセクター間可動ならば，財 Xの相対価格が上昇






賃金WX/WZ が財 X の財 Z に対する相対価格 P とともに動くということ
を示している。従って，労働が不完全にしか移動できない場合，Stolper and
Samuelson (1941)の結果やRuﬃn and Jones (1977)の結果に反して，労働
者たちには自分の勤務するセクターに対する産業保護を求めるインセンティ
ブが働くことになる。
4.4.1 Mussa (1982) Section 4における投入変形曲線の導出
上のMussa (1982)モデルの分析では，投入変形曲線が凸型であることを
仮定していたが，その背後にどのような経済構造があるのかをMussa本人が
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具体的には，それぞれの労働者は各々(lX , lZ)というベクトルで characterize
（特徴づけ）されるとする。lX は，財 X を生産するに当たって使用される
実効労働サービス単位の最大量を表している。lZ についても同様である。こ
こで，労働の総供給量を表すために density function（密度関数）：f(lX , lZ)
を考えよう。さらに，ある労働者 (lX , lZ)をとったときに，その労働者の財
Z の財X に対する比較優位（原文では相対効率性＝ relative eﬃciencyと呼
ぶ）を表すパラメーターを e ≡ lZ/lX と定義しよう。eは原点からベクトル







lX · f(lX , lZ) (44)
換言すれば，（44）は ρ(e)線上の労働者全ての財X を作る能力 lX を足し合わ
せたものである。反対に，ρ(e)線上の労働者が Z を生産しているのならば，




lZ · f(lX , lZ) = e · φX(e) (45)
と表すことができる。
ある eの値を考えよう。この値の時には，労働者 (lX , lZ)は両セクターで
働くことに対して無差別であるとする。このとき，（44）と（45）から，投入












また，（45）から，(LX(e), LZ(e))となるどのような LZ = H(LX)上の点に
おける曲線の傾きも








f(lX , lZ)に依存して決まる。特に，現在セクター X で働いている労働者の
平均の densityと比較して，X と Z の転職の境にいるmarginalな労働者た
ちの densityとの差が大きいのか小さいのかによって決まるのである。
Mussa (1982)のセクション 4のモデルのセットアップは，Roy (1951)が
提案したような，労働者が異なるセクターで働く時には異なる生産性をもつ
というロイ・モデルのセットアップと同じだと思われるが，Mussa (1982)の
中には Roy (1951)が引用されていない。Mussa (1982)はシカゴ大学での同






デルでの (θ, τ)とMussa (1982)のセクション 4での (lX , lZ)は，基本的に
（25） Rosen (1978)，Rosen (1983b)，Rosen (1983a) などはロイを引用した関連論文である。
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（26） ヘクシャー・オリーンモデルの中で特に 2× 2 のモデルをヘクシャー・オリーン・サミュエ
ルソンモデルと呼ぶことが多い。もともとのヘクシャー・オリーンが特に 2 財のケースで考えて






給量（physical supply）はそれぞれ LとK となっている。労働は同一の効
率性を保ったまま，完全にセクター間で移動が可能であるのに対して，資本の
方は使用されるセクターによって実効単位 (eﬃciency units)に違いがある。
LX , LY をそれぞれのセクターで雇用される労働量であるとし，EX , EY をそ
れぞれのセクターで雇用される資本の実効単位の大きさであるとすると，財
Xの生産関数は F (LX , EX)，財 Yのそれは G(LY , EY )と書ける。それぞ
れ，一次同次の連続微分可能で両方のインプットに対して狭義準凹 (strictly
quasi-concave)な関数であるとする。また，財 Xを基準財 (numeraire)，す
なわち PX = 1とし，財 Yの相対価格を PY とする。もちろん，労働賃金 w
は限界価値生産に等しいので
w = FL(LX , EX) = PY GL(LY , EY )
と書ける。また，（完全移動可能な）労働の完全雇用条件は LX + LY = Lで
表すことができるが，（部分的に移動可能な）資本に関しては完全雇用条件を
単純に書くことはできない。資本に関しては，まずインデックス i ∈ [0, 1]を
用いて連続無限に分布しているとしよう（27）。1単位の資本 i がそれぞれのセ





ここで，Grossman (1983)はA′(i) ≤ 0と仮定している。パラメーターA(i)
はセクターYにおける資本の実効性の相対的な大きさを表しており，インデッ
クス iが小さく 0に近い方が Xの生産により向いていて，その値が大きくて
1に近い方が Yの生産により向いている（28）。
（27） Grossman (1983) には連続無限に分布とだけしか書いていないが，その後の Grossman
(1983) の分析を見ていくと，実は uniform distribution を仮定していると言うことが分かる。
従って，本書でも，そのような仮定があるものとして分析を進める。
（28） A(i) はセクター Y に対する比較優位を表すパラメーターであると解釈してよいだろう。
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すると，均衡において 0 ≤ i ≤ i∗ ならば財 X を生産し，i∗ ≤ i ≤ 1 な
らば財 Yを生産するような閾値となるインデックス i∗ が存在することにな
る。1 単位の実効資本がそれぞれのセクターで稼ぐレントを rX , rY とする
と，それらは実効資本の限界価値生産に等しいので，rX = FE(LX , EX)か
つ rY = PY GE(LY , EY )と書ける。閾値の点 i∗ においては，資本はどちら
のセクターで雇用されても同じレントを稼げるはずなので，











と表され，セクター X で雇用された資本が稼ぐ総レント量は rXEX，セク
ター Yのそれは rY EY = rXA(i∗)EY となる。
投入係数を amn(m = L,E;n = X,Y )とすると，労働の雇用条件より















aLX · w + aEX · rX = 1 (54)
財 Yについては




ソン効果）についての分析を，Ronald W. Jones (1965)に則って（51）か
ら（55）の式を全微分してハット・カルキュラス分析を行っている。ここで，
パラメーター A(i)の％変化を A˜ ≡ d log(A)/diと定義すると，分析の結果，
Grossman (1983)のモデルにおける要素価格と財価格の弾力性は，HOSモ
デル（A˜ = 0）と SSKモデル（A˜(i∗) → −∞）の弾力性の加重平均になるこ
とが分かった。
最後に，このモデルのセットアップを Ichida (2004)のモデルと比べると
どうなるか。図 3のように，長さ 1の正方形 (unit square) の中に斜めに線
を引くと，それが i ∈ [0, 1]にあたる。Ichida (2004)のモデルの個人の才能
の部分がGrossman (1983)のモデルの部分的に移動可能な資本に対応してい
ると考えると，それぞれのモデルにおけるパラメーターの間に
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るからである。反面，Grossman (1983)と Ichida (2004)のモデルが異なっ
ている点は，Grossman (1983)が資本の実効単位である (αX(i), αY (i))を，
ベクトルとしてではなく，比率のパラメーターである（49）のA(i)として取
り扱っている点であろう。そのせいで，Ichida (2004)のモデルのようなベク
トル (θ, τ)の豊富な多様性が Grossman (1983)では見ることができない。






(1982)はお互いに引用がない。Mussa (1982)が Journal of International
Economics（以下 JIE）に最初に投稿したのが 1979 年 7 月で，Grossman
(1983)の JIE投稿は 1982年の 4月なので，少なくとも Grossman (1983)
はMussa (1982)を引用してもよいはずである。
もっと面白いオブザーベーションもある。補償制度のサーベイ論文で紹介
する予定の Feenstra and Lewis (1994)は，Grossman (1983)は引用して
もMussa (1982)を引用していないし，Ruﬃn (2001)にいたっては，Mussa























完全性が比較優位を決める。また，Bougheas and Riezman (2007)は人的
資本の分布と貿易のパターンの問題，及び所得分布の不平等問題と政治経済
的な問題を扱っている。最後に Ohnsorge and Treﬂer (2007)のモデルを紹























Li はそのセクター i = 1, 2に特殊的な労働総供給量である。
財 1が基準財として qが財 2の相対価格だとすると，完全競争の条件より，
それぞれのセクターにおける賃金は
w1 = 1, w2 = q (58)
と書ける。
この経済には連続無限のサイズが 1の経済主体（エージェント）が存在し










(g1(α), g2(α))  (θ, τ)
というベクトルがタイプ α エージェントの才能ベクトルにあたると考えら
れる。
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に比較優位があるということを意味している。
αの分布をそのサポート [α−, α+]の上で分布関数 Φ(α)で表されるとしよ
う。すると，財 2の相対価格の値である qの値は必ず有解値を持ち (bounded)，
以下の条件を満たしている。
g1(α+)/g2(α+) > q > g1(α−)/g2(α−)
あるエージェント αがどちらのセクターで働くかの職業選択の決定は，（58）
を鑑みて，もし








































5.2 Grossman and Maggi (2000)モデル
Grossman and Maggi (2000)は才能の分布の違いと生産技術における生産
要素の補完性と代替性が貿易パターンを形作るような新たな国際貿易のモデ
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ムによって行われる。そのため，2つのタスクをインプットとする対称的で








生産関数 F (tA, tB)は以下の条件を満たすときに supermodularであると
いう。
F (tA, tB) + F (t′A, t
′
B)
≤ F [min {tA, t′A} ,min {tB, t′B}]
+ F [max {tA, t′A} ,max {tB , t′B}]
この条件が成り立つときにある軽い条件のもとでは F12 ≥ 0であると言え，
一次同次（あるいはホモセティック）の場合には F が準凹関数であると言え
る。例を挙げると






with θ < 1
という形も supermodular である。もし θ −→ −∞という極限のケースで




ペアになる）で，例えば 4人の労働者 t1 > t2 > t3 > t4がいたとすると，二
444
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人ずつ組み合わせるには F (t1, t2) + F (t3, t4)の組み合わせで生産量が最大
となり，それ以外の組み合わせはそれには及ばない。
また，生産関数 F (tA, tB)は以下の条件を満たすときに submodularであ
るという。
F (tA, tB) + F (t′A, t
′
B)
≥ F [min {tA, t′A} ,min {tB, t′B}]
+ F [max {tA, t′A} ,max {tB, t′B}]















with θ > 1
というタスクに対して CES（等代替弾力性）関数も submodularである。も
し θ −→ ∞という極限のケースでは F (tA, tB) = max {tA, tB}と書ける。
この場合はアウトプットは最も強い労働者のみによって決まる。最適なチー
ムの組み合わせはクロス・マッチング（＝最も優秀な能力の人はあまり能力
の高くない人とペアになる（30））で，例えば 4人の労働者 t1 > t2 > t3 > t4
（30） 優秀な才能が無駄にならないようにする。
445
210 早稲田商学第 415 号









完性の complementarityからとった Cと考えてもいいし，自動車=carの C
でもいい）と S（代替性の substitutabilityの Sからでもいいし，ソフトウェ
アの Sでもいい）であるとする。自国と外国の労働者のサイズをそれぞれ L











であると言える。ある任意の t′ > tmin を取り出したときに，t < t′であるよ
うな tについて Φ(t) > Φ∗(t)が成り立ち，同時に t > t′ であるような tにつ








































































であると仮定する。具体的にはセクター Aのアウトプットは F (q1, q2)とい
う supermodularで，かつ，投入されるタスク q1, q2に対して増加（非減少）
で 2階連続微分可能な関数であり，代替の弾力性が 1を超えないものを仮定
する。（従って F12 ≥ 0が成り立ち，チームのメンバーの才能は補完的であ




プットは生産性の係数 λを用いて λqj と書ける。
自国に L，外国に L∗の連続無限 (continuum)の qという才能を持つ個人












U(ca, cs)で表すことができるとする。ここで ci は財 i = a (automobile =










は同類マッチング (positive assortative matching)で組み合わせられるはず
である。また，当然 CRSの完全競争なので企業の利潤はゼロである。
ここで二つのセクターを比べるために，自動車産業における個人の才能 1単











と aS = 1/λである。従って，生産可能フロンティアは傾きが −f/λである
















































こうして，qmin < qw < qm < qmaxという関係にあるWWとMMの交点
を qw とし，MMと EEの交点 qm とすると，qw よりも才能の小さい個人は
セクターAの労働者となり，qw と qm の間に才能の大きさがある個人はセク


















F (qm, q)dΦ(q)− w (60)








上記の (59), (60), (61)で与えられた均衡条件の式によって，小国開放経済の




くことになっているという前提のもと，残った La の人たちが HHにいると
し，かつ，q˜(La)をそれら Laの人たちのスキルの大きさのメジアンの値であ











F (q˜(La), q)dΦ(q)− w∗
をオークションでビッドする。また，HHにいる中で能力の低い q < q˜(La)の
人々は，自分と同じ qのスキルを持った人が経営者になるのと労働者になる






Grossman (2004)によると，実は (59), (60), (61)から得られる均衡解は




















分析している。図 4を参照されたい。そこにある AAカーブ（自動車の A）
は上の均衡条件の式 (59)と (61)を同時に満たすような w と qw の組み合わ
せを示している。また，SSカーブ（ソフトウェアの S）は均衡条件 (60)と




図 4 Grossman (2004) の均衡
るインセンティブが強くなり，より能力の高い人が経営者と労働者との間で
無差別になる qw の値をとるからである。SSカーブの方は図 4の二つのパネ
ルにあるように傾きに関してははっきりとしたことは言えない。ここで，も
しセクター Sの商品の価格 pが上昇するとどうなるだろうか？セクター Sで
の雇用がより魅力的になるので，SSカーブは下方にシフトするだろう。ここ
では AAカーブはシフトしない。





















5.4 Bougheas and Riezman (2007)モデル
Bougheas and Riezman (2007)は人的資本の分布と貿易のパターンの問
題，及び所得分布の不平等問題と政治経済的な問題を扱っている。本サブセ
クションにおいては Bougheas and Riezman (2007)の理論モデルの基本構
造に焦点を当てて概観したい。
Bougheas and Riezman (2007)では 2国，2セクターモデルを考察してい




それぞれ fA, fB という密度関数で分布しているものとする。それぞれの累



















で表すことができる。従って PPF の X 軸の切片は ĥA となる。ちなみに，











あると仮定しよう。また，財 Xを基準財として財 Yの相対価格を pA，それ
ぞれの財の生産量を qA(X), qA(Y )で表すとすると，貿易前 (Autarky)の均
衡は以下のように表される。
均衡は価格システムと生産要素及び財の分配によって定義される。特に，価
格 pAは 1 < pA < hmaxを満たし，かつ，それは単純労働の賃金にも等しい。
また，労働者がどちらのセクターで働くかは閾値となるスキルの値 h∗A が存
在しており，その閾値は均衡価格の値によって決まる：h∗A = pA。スキルが














貿易前 (Autarky)均衡における所得の分布は，F (h∗A)人の財 Y生産者が
所得額 h∗A = pA を稼ぎ，1 − F (h∗A)人の財 X生産者は自分のスキルの大き
さと同じ hの額の所得を稼ぐ。ただし，この所得は基準財である財 Xを 1単
位あたりの価値で表されている。
特に，消費者の選好がコブ・ダグラス型の効用関数 U(cX , cY ) =
A(cX)γ(cY )δ で表される場合の結果をまとめると，それぞれの財の需要関
数は 














































5.5 Ohnsorge and Treﬂer (2007)モデル
最後に，Ohnsorge and Treﬂer (2007)のモデルを紹介しよう。Ohnsorge
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より高度のモーメントである分散や非対称であることの度合いなど）の違い
によって貿易パターンがどのように決まるのかを分析して見せた。






i ∈ [0, 1]は連続無限に存在するとして，もし労働者タイプ (H,L)がセクター i
で雇用されたなら，彼は T (H,L, i)というレベルの（1次元の）タスクをこな
すことができると仮定する。ここで，個人のスキルである (H,L)はセットでし
か供給できない制限 (bundling restrictions)があるものとする。産業 iにおけ
るアウトプットの量はそのセクターに雇用されている労働者のタスクの合計と
等しいと仮定する。すなわち，T (H,L, i)は労働者 (H,L)のセクター iにおけ
る限界生産物に等しい。もちろん労働者への賃金は労働の限界生産価値 (value
of marginal product)が支払われる。ここでは，いかなるセクター i に対し
ても T (H,L, i)は H と Lに対して規模に対して収穫一定であると仮定する。
すると，タイプ (H,L)の労働者の賃金はW (H,L, i) = P (i)T (H/L, 1, i)L






p(i) ≡ lnP (i)
t(s, i) ≡ lnT (H/L, 1, i)
(62)
すると，W (H,L, i)の対数 w = lnW は
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w(s, l, i) = p(i) + t(s, i) + l (63)
と書ける。ここで，s は職業選択 (sorting)の sからとっている。考え方とし
ては，s が労働者の比較優位を表し，l が絶対優位を表していると解釈するの





T (H,L, i)を生産関数と考えてヘクシャーオリーンのようにH 集約性を考
えよう。ここでは要素集約度の逆転は起こらないものとして，産業を i が大き
いと H 集約性も大きいというように並べよう。T (H,L, i) = T (H/L, 1, i)L
の対数は (s, l)の空間では t(s, i) + lと書ける。ここで，下付け文字を微分で
あるという通常の表記法を用いて，以下の補題をまとめる。
補題 10 以下の 4つの命題（数学的叙述=statements）は全て同値である。
(1) i の値が大きいとその産業はよりH 集約的である。(2) i の値が大きいと
その産業はより s 集約的である。(3) 交差微分値は正 tsi > 0である。(4) も
しH ′/L′ > H/Lかつ i′ > iであるならば
T (H ′, L′, i′)






T (H,L, i) = (H/L)β(i) を仮定しよう。もちろん β(i) は増加関数である。
このとき t(s, i) = β(i)sとなるので 0 < i1 < i2 < i3 < 1であるような 3つ
の産業 i = i1, i2, i3に対して図 5のようにその産業から得られる賃金（対数）
w(s, l, i) = p(i) + t(s, i) + lをの s 軸にプロットしたものが描ける。これは
461
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図 5中の直線の交点となる 2つの値である s(1)から s(2)の間にいる労働
者たちは産業 i2を選択する。ポイントはより高い s をもった労働者はより s
集約的な産業を自ら選んで就職していくということである。もし連続無限の
産業のケースをもう一度考えると，比較優位パラメーター s からその値をも

































ここで，ρは sと l の相関係数であるとする。また，Ohnsorge and Treﬂer
(2007)論文の中では σs = σl = 1と仮定 (標準化)しておく。
さて，コブ・ダグラス型のタスク関数 T (H,L, i) = (H/L)β(i) を前提にし
て l の期待値を s の値を所与として書くと
E(l | s) = ρ(s− µ) (65)
のようになる。この (65)が (63)と並んで Ohnsorge and Treﬂer (2007)の
中の 2つの核となる数式である。コブ・ダグラス型のときの (63)を利用して
lに対して期待値をとると
E(w(s, l, i(s)) | s) = p(i)− ρµ + [β(i) + ρ]s (66)






もし，産業 i のアウトプット総量を Y (i)で表すとすると，産業レベルア
ウトプットはその産業で働く労働者たちのタスクレベル総計 et(s,i)+lなので，
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et(s,i)+lfsl(s, l)dl for i = i(s) (67)
で表すことができる。均衡は労働市場と財市場の両方において考えることが
できる。労働市場における均衡は，企業側からの利益最大化による労働需要
である賃金の式 w(s, l, i)と労働者が自らの所得を最大化にするためのタスク
の供給である i(s)によって決まる。また，財市場は小国開放経済ならば財の
価格は p(i)で与えられて，それをもとにした産業側の供給条件 Y (i)とここで
はまだ規定されていない需要サイドの条件から貿易をバランスするような形






ラメーター (s, l) の統計的確率分布によって完全に特徴づけが可能である。
Ohnsorge and Treﬂer (2007)では二項正規分布を仮定しているので具体的




















定理 12 もし ρが増加した時にはある閾値となる比較優位パラメータ sρ に




定理 13 ρ以外の全てが等しい二つの国が貿易をする場合には ρの大きい国
がある閾値 iρ を境に s 集約的な産業（i > iρ）の財を輸出し，l 集約的産業
（i < iρ）の財を輸入する。
これはヘクシャーオリーンが s と i の賦存の大きさ（1 次モーメント）の
違いをもとに貿易パターンを決めているのに対して，Ohnsorge and Treﬂer





and Maggi (2000)や Grossman (2004)との関連上見ておこう。例として，
3つの産業を考えよう。IT（情報技術）産業，機械産業，そして映画産業で
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ある（最初から最後にかけて s 集約的な産業から l 集約的産業への順番で並
んでいる）。ITは数学的能力が重要な s 集約的な産業であり，映画産業はコ






れは Grossman and Maggi (2000)に加えて，なぜ北と北の国間（先進国同
士）で貿易が起こるのかという謎に対する，労働者スキルの統計的分布の分
散（不平等さ）が比較優位の源泉となるという説明を行っている。




(2007)モデルは Lancaster (1966)やWelch (1969)らによって導入された
「1 次合成」(linear-synthesis)アプローチを用いているのに対して，Ichida
(2004)モデルではスキルが産業と 1 対 1 で対応している Roy (1951)アプ
ローチを用いている点であろう。詳しくは Murphy (1986)にそれらの違い
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